
資料　１

１　提出状況

一 般 解 散 合 計 提出率(％)

139 137 1 138 99.3

う ち 国 会 議 員
関 係 政 治 団 体 13 13 0 13 100.0

923 853 37 890 96.4

う ち 国 会 議 員
関 係 政 治 団 体 18 17 1 18 100.0

1,062 990 38 1,028 96.8

う ち 国 会 議 員
関 係 政 治 団 体 31 30 1 31 100.0

２　収支状況の推移

○参考１（昭和63年以降で収入額が低い順の５年間）

令和２年分 令和４年分 平成30年分 令和３年分 平成22年分

1,584 1,664 1,780 1,857 1,908 単位：百万円

○参考２（昭和63年以降で支出額が低い順の５年間）

令和２年分 令和４年分 平成30年分 昭和63年分 令和３年分

1,529 1,613 1,755 1,760 1,827 単位：百万円

※　次頁に収入額及び支出額の推移（グラフ）を掲載している。

令和４年分の収入額（本年収入額）は16億6400万円で、令和３年分の18億5700万円に比べ、
10.4％減少している。また、支出額は16億1300万円で令和３年の18億2700万円に比べ、11.7％減
少している。
なお、令和４年分の収入額（本年収入額）は、岡山県選挙管理委員会にデータがある昭和63年

以降で、２番目に少ない額である。
また、令和４年分の支出額は、岡山県選挙管理委員会にデータがある昭和63年以降で、２番目

に少ない額である。

政 党 の 支 部

そ の 他 の
政 治 団 体

合 計

令和４年分収支報告の概要

区 分
提 出 義 務
団 体 数

令和５年10月13日現在の提出団体数

※　提出団体数には、収支報告書が提出されたものの、形式的な不備により受理していない
　ものも含めている。



（注）収入額は、「収入総額」から「前年からの繰越額」を差し引いた「本年収入額」である。
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